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※４７都道府県の全市町村における PIO-NET の設置割合、および、PIO-NET 未設

置の市町村のうち、相談窓口の開設日数が週４日以上の市町村と開設日数が

週４日未満または開設していない市町村の割合を示したもの（平成２０年度

末）。 

 

※全ての都道府県に PIO-NET が設置されている一方で、市町村においては

PIO-NET を設置していないところが多く、また、「週４日以上相談窓口を開設」

という、平成２０年度補正予算における PIO-NET 追加配備設置基準（平成２

０年１１月２８日 内閣府国民生活局総務課国民生活情報室長決定）を満た

しながら、なお、PIO-NET を設置しない市町村も見られる。 

 

※PIO-NET 追加配備設置基準を満たしながら、なお設置しない主な理由としては、

データ入力や情報管理等の追加業務やこれに係る人件費の負担を懸念、相談

件数が少ないため設置の必要性の認識が薄い、等が挙げられている。） 

 

市町村における

PIO-NETの設置状況

（平成２０年度末）  **

703市町村

（39%）

765市町村

（43%）

332市町村

（18%）

PIO設置

PIO未設置

（週4日以上

　窓口開設）

PIO未設置

（窓口未設置・

　週4日未満開設）
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